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第二章　死亡リスク

　1982年４月１日時点で①グループに属して
いた者6221人に限定して、その死亡率を大阪
府一般住民における死亡率および日本全国一
般住民における死亡率（性・５年毎年齢階
級・５年毎年代別）と比較した（表８～10）。

１．方法
　ひかり協会は、死亡者について可能な限り
その死因を把握することに努めている。死亡
診断書の写しを入手し、死因を判定した。死
亡診断書が入手できなかった者については、
ひかり協会が把握した死因に関連する情報を
総合して死因を判定した。
　1982年４月１日時点で①グループに属して
いた1953年以降の出生者での死亡率を一般人
口での死亡率と比較するため、1982年４月１
日を観察開始日とし、2015年12月31日までに
死亡した者はその死亡日を、②-⑤グループ
へ異動した者は異動日を、それ以外の者は
2015年12月31日を観察終了日として観察期間
（person-year）を求め、それに一般人口で
の、 性、 年齢階級（５ year）、 暦年（５ 
year）別の死因別死亡率を乗じ、その総和と
して期待死亡数（E）を計算し、実測死亡数
（O）と比較した。
　大阪府と日本全国では、人口動態統計が提
供している性・年齢階級・暦年別の死亡率の
死因データの項目に違いがある。日本全国に
ついては、「結核、悪性新生物、糖尿病、心
疾患（高血圧性疾患を含む）、脳血管疾患、
肺炎、慢性気管支炎、喘息、胃潰瘍、肝疾
患、腎不全、老衰、不慮の事故、交通事故、
自殺」の項目については利用できる形で死亡

率データが提供されている。「悪性新生物、
心疾患（高血圧性疾患を含む）、脳血管疾
患、肺炎、交通事故、自殺」について分析し
た。
　統計解析にはSAS®9.2 （SAS Institute 
Inc.）とそのマクロプログラム％stratify[５]
を使用した。

２．結果 
　表８に、死因別および全死因における実測
死亡数（O）と期待死亡数（E）及びその比
を示した（表８-１： 大阪府の期待値を使
用、表８-２：日本全国の期待値を使用）。全
死因で見ると、男女合計では実測死亡数469
に対し、期待死亡数は415.8（大阪府）およ
び393.7（日本全国）で、O/E比はそれぞれ
1.13（0.98-1.17）および1.19（1.03-1.24）であ
った（日本全国と比較した場合のみ0.05水準
で有意）。日本全国と比較して、大阪府一般
住民の死亡率はやや高いため、期待死亡数は
大阪府のデータを用いた結果の方が高くなっ
ていた。男女別にO/E比をみると、男性で
1.05（大阪府）および1.12（日本全国）、女性
では1.38（大阪府）および1.42（日本全国）
であった（女性でのみ0.05水準で有意）。
　死因別にO/E比を求めると、大阪府の期待
値を用いた分析では男性、女性および男女合
計の「神経系及び感覚器の疾患」、女性およ
び男女合計の「呼吸器系の疾患」、男女合計
の「交通事故」において有意に高く、「感染
症」において有意に低かった（表８-１:大阪
府の期待値）。日本全国の期待値を用いた分
析では、死因別のO/E比は「肺炎」が有意に
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高く、女性および男女合計の「心疾患（高血
圧性疾患を含む）」において有意に高く、交
通事故におけるO/E比は１より大きい数値を
呈したが、有意ではなかった（表８-２：日
本全国の期待値）。
　
　ここまでの分析で、若干の結果の相違は認
められるものの、大阪府と日本全国の人口動
態統計データを用いた結果の間に大きな傾向
の違いを認めなかったため、表９以降の全死
亡に関する分析では日本全国の人口動態統計
データを用いた結果のみを示す。大阪府のデ
ータを用いても結果は大きく変わらなかった
（data not shown）。
　表９には、被害者区分別、ひかり手当支給
の有無別および全対象者における1982年４月
１日からの観察期間（基本的に５ 年毎）別
の実測死亡数（O）と期待死亡数（E）およ
びその比を示した。全対象者男女合計におい
て観察期間が０-４年、５-９年でのO/E比は
それぞれ1.55、1.51と有意に高く、10-14年で
は1.11、15-19年で1.45（有意に高い）、20-24
年では1.00と、観察期間が10年を超え、20-24
年では死亡リスクは１になった。ただし、こ
の20-24年の期間で偶然に死亡率が低かった
可能性もあり、25年以上および30年以上では
有意ではないが1.13および1.12となってお
り、今後の変動にも注意を要する。
　協会飲用認定被害者においては全対象者よ
りもリスクが大きい傾向が認められ、特に観
察期間が14年以内の期間ではO/E比は有意に
高かった。30年以上の期間においても、男女
合計でO/E比が1.96（1.18-2.80）と有意に高
かった。ここでは1970年代に認定申請した協
会飲用認定被害者には健康状態がすでに悪化
していた者が多く含まれていた可能性が考え

られた。さらには、30年以上の期間において
は被害者ががん等の疾病の好発年齢になるこ
とから、高齢化との交互作用についても考察
する必要があるかもしれない。
　1995-96年時点におけるひかり手当支給の
有無別にみると、全対象者でみた場合にO/E
比が１に近い20年以降の期間であっても、調
整手当受給者および生活手当受給者ともに有
意に高いO/E比が観察された（1995年以前の
期間を含む14年までのカテゴリーは分析から
除外した）。
　ひかり手当支給の有無別にみた1997年４月
から2015年12月の間に観察された死因の分布
を表10に示した。1997年から2015年の間に死
亡した障害のある被害者（生活手当もしくは
調整手当の受給者）における死因のうち、障
害のない被害者（手当の対象外）と比較して
割合が高かったのは、「神経系および感覚器
の疾患」（対象外、調整手当、生活手当の順
に０人0.0％、３人5.7％、８人9.5％；％は各
グループの、ずっと①グループに属していた
者における1997年４月から2015年12月までの
間に観察された死因全ての中に占める割
合）、「肺炎」（同順に３人1.3％、３人5.7％、
15人17.9％）であった。「神経系および感覚
器の疾患」を死因とした11人の死因情報をみ
ると、６人に脳性麻痺、２人にてんかん、１
人に筋萎縮性側索硬化症、１人に重症筋無力
症、１人に中耳炎からの敗血症が認められ
た。
　表11では、就労状況および喫煙状況別に
1982年４月１日からの観察期間（５年毎）別
の実測死亡数（O）と期待死亡数（E）およ
びその比を示した。喫煙では調査時期に関連
して０-４年は除外した。特に就労者以外の
男性および男女合計において死亡リスクが高
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く、観察期間が０-４年でのO/E比はそれぞ
れ3.80、2.39、５-９年では4.53、2.40、10-14
年で3.85、1.99、15-19年で3.41、2.05であっ
た。観察期間30年以上においても就労者以外
の男性および男女合計ではO/E比が有意に高
かった。一方、喫煙状況別には特に喫煙女性
で高い値が認められたが、サンプル数が少な
いこともあり、25-29年の期間においてのみ
有意差が認められた。

恒久救済　№92　2017.03.01.indb   14 2017/02/08   9:48:42



－15－

№ 92（2017. ３. １）

恒久救済　№92　2017.03.01.indb   15 2017/02/08   9:48:43



－16－

№ 92（2017. ３. １）

恒久救済　№92　2017.03.01.indb   16 2017/02/08   9:48:43



－17－

№ 92（2017. ３. １）

恒久救済　№92　2017.03.01.indb   17 2017/02/08   9:48:43



－18－

№ 92（2017. ３. １）

恒久救済　№92　2017.03.01.indb   18 2017/02/08   9:48:44



－19－

№ 92（2017. ３. １）

恒久救済　№92　2017.03.01.indb   19 2017/02/08   9:48:44


